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背　景





○公共施設を対象としたネーミングライツ事業など、公共施設における広告需要が高まり、規制緩和や歳入確保が求められている。





○民間施設とのバランスや、一体的なまちなみ景観を形成する観点から、官公署等で広告物を禁止する妥当性が不明確である。





○但し、広告物を掲出する場合は、施設として一定の公共性は求められる。





需　要





現　状





○現在の要望事例　………　別紙４


（府関係、市町村、他府県）





○需用調査（府関係）……　別紙５





○需用調査（市町村）……　別紙６





○禁止区域　　…………　別紙１





○適用除外　　…………　別紙２





○全国の規制状況　……　別紙３   　　　　　     　





検討の視点　　規制緩和の方向性





○施設管理者が民間とタイアップして広告物を掲出できるよう、規制緩和を行うという考え方でよいか。





○施設の公共性は、基本的に施設管理者が各施設の個別事情に応じて、広告物の掲出条件等により確保する考えでよいか。（公共性のイメージ　……　別紙７）





○規制緩和を行う場合、禁止区域の解除という方向性でよいか。

















